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まえがき

明治の半ばに１万５千を超えた我が国の市町村は、地域行政に対応した市町村規模の適
正化を図る観点から、町村合併が進められ、特に昭和の大合併を経て、その数は３千台へ
と大きく減少してきました。その後、昭和の大合併から半世紀を経て、地方分権の推進、
広域的な行政需要の増大等を背景として、基礎自治体である市町村の行政基盤の強化が求
められ、いわゆる合併三法に基づく平成の大合併が行われた結果、令和２年10月１日まで
に市区町村数は1,741となり、大幅に整理されて今日に至っています。
こうした市町村の合併の結果、それぞれの市町村がどのように推移するかは、国勢調査
結果の合算あるいは推計により知ることができますが、大合併後の市町村人口を網羅的に
まとめた資料は少ないのが現状です。
本書は、合併後の地方行政資料の根幹ともなる市区町村別人口データを、国勢調査の大
正９年から令和２年までの結果について再編し、長期間の時系列比較ができるように取り
まとめたものです。付属のCD-ROMには年齢３区分別の人口も収録し、少子・高齢化の
推移も見ることができます。また、現在の市町村を構成する合併前の旧市町村のデータが
大正９年から収録されており、現市町村の成り立ちの一端を知ることもできます。
本書のデータが、地方行政や地域分析の基礎資料として活用されますことを願いますと
ともに、刊行に当たり、合併情報や統計データを提供いただいた総務省及び（公財）統計情
報研究開発センターの関係の方々に厚く御礼申し上げます。

令和４年３月
一般財団法人　日本統計協会

理事長　　戸谷　好秀
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「国勢調査からみた市区町村人口―大正９（1920）年～令和２（2020）年
までの100年間の人口の推移―」について

この「国勢調査からみた市区町村人口―大正９（1920）年～令和２（2020）年までの100年
間の人口の推移―」は、国勢調査による市区町村人口の長期間の時系列比較を可能とする
ため、大正９年以降の各回国勢調査の市区町村人口を令和２年10月１日現在の市区町村境
域に合わせて組替推計を行ったものである。

１　組替推計の方法について
本書の市区町村人口の長期系列は、（公財）統計情報研究開発センターとの共同作業に
より取りまとめた「市区町村人口の長期系列―平成の大合併後の市区町村境域による遡
及人口系列―」（平成17年刊行）に基づいている。組替推計にあたっては、平成12年10
月１日時点の市区町村を構成する旧市区町村を合算することにより組み替えた大正９年
から平成12年までの市区町村人口系列を基に、令和２年国勢調査時の市区町村境域へ当
該市区町村を構成する合併前の旧市区町村を合算することにより組み替えたものである。

２　市区町村の一部編入・分割の場合の組替推計について
○昭和55年国勢調査以前に行われた一部編入・分割等については、次の方法により組替
推計を行った。

　　　　他へ編入・分割された区域の人口
　　　　＝当該市町村の編入・分割時点以前の国勢調査人口

　　　　　　× 他へ編入・分割された人口
＊） 

当該市町村の全域の人口＊）

　　　　　ここで、＊）は編入・分割時点以前の直前の国勢調査による人口

なお、編入又は分割された区域にかかる人口が、都道府県の業務資料等により把握
されている場合は、それらの資料により組み替えた。

○昭和55年調査以降（昭和55年10月２日以降）に行われた廃置分合については、市区町
村単位の合併についてのみ組替推計を行っており、一部編入・分割等については、上
記による組替推計は行っていない。

なお、人口移動を伴う市区町村の境界変更については、「参考２　市区町村の廃置
分合・境界変更・名称変更一覧」のとおりである。
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３　組替推計の留意点について
⑴　昭和15年以前の北海道の人口

戦前の国勢調査では、歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島の外、そのさらに北方
にある地域の人口についても把握されているが、この組替・推計の対象域から除いて
いるため、昭和15年以前の北海道の人口には、これらの地域の人口は含まれていない。
ただし、戦前における歯舞群島については、旧歯舞村（現根室市）の人口に含まれて
いたが、当該群島の人口が区分できないため、ここでは根室市に含めている。
⑵　都道府県間の境界変更が生じた都府県の人口

都道府県間の境界変更が生じた市町村の一部又は全部の組替により、以下に記載さ
れている境界変更以前の都府県人口は国勢調査公表値と一致しない。

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、福井県、長野県、
岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、島根県、岡山県、広島県
都道府県間の境界変更については、「参考３　都道府県間の境界変更一覧（大正９
年10月２日～令和２年10月１日）」のとおりである。
⑶　昭和15年及び22年の年齢３区分別人口

昭和15年及び22年については、市区町村別に年齢別人口の統計が作成されていない
ため、男女別人口のみ組替推計を行っている。
⑷　大正９年及び14年の年齢３区分

大正９年及び14年の年齢３区分は、「０～14歳」、「15～59歳」、「60歳以上」である。
⑸　政令指定都市の区

新たに政令指定都市になった場合、及び区の再編があった場合は、原則として組替
推計を行っていない。
⑹　秋田県南秋田郡大潟村

大正９年～昭和35年については､ 人口に関する資料が得られないため、欠落のまま
になっている。
⑺　福島県双葉郡富岡町、大熊町、双葉町及び浪江町

富岡町、大熊町及び浪江町の人口は、平成27年の人口に関する資料が得られないた
め、欠落のままになっている。
双葉町の人口は、平成27年及び令和２年の人口に関する資料が得られないため、欠
落のままになっている。
⑻　東京都三宅村、小笠原村、鳥島及び東京都区部の境界未定地域

三宅村の人口は、平成12年の人口に関する資料が得られないため、欠落のままになっ
ている。
小笠原村の人口は、昭和22年～40年の人口に関する資料が得られないため、欠落の
ままになっている。
鳥島の人口は、東京都の人口に含めている。

－ 2－



また、昭和45年、50年及び55年の東京都区部の境界未定地域の人口は、特別区部に
含めている。
⑼　長野県と岐阜県の間の境界紛争地域

昭和35年の長野県山口村と岐阜県中津川市の間の境界紛争地域の人口（73人）につ
いては、昭和40年６月に神坂地区境界決定の覚書調印及び平成17年２月に山口村が中
津川市に編入されたため、旧山口村に含めている。
⑽　鹿児島県奄美市及び大島郡

昭和22年については､ 人口に関する資料が得られないため、欠落のままになってい
る。昭和25年については、琉球列島軍政本部が実施した1950年国勢調査（昭和25年12
月１日現在）による市町村人口によっている。
⑾　鹿児島県鹿児島郡十島村

昭和22年及び25年については、人口に関する資料が得られないため、欠落のままに
なっている。
⑿　沖縄県

市町村の廃置分合に関する資料は、沖縄県業務資料によっており、人口に関する資
料は、次に示す琉球列島軍政本部又は琉球政府が実施した各回の国勢調査の報告書に
よっている。

1950年国勢調査（昭和25年12月１日現在）
1955年臨時国勢調査（昭和30年12月１日現在）
1960年国勢調査（昭和35年12月１日現在）
1965年臨時国勢調査（昭和40年10月１日現在）
昭和45年国勢調査（昭和45年10月１日現在）
昭和22年については、人口に関する資料が得られないため、欠落のままになってい
る。

４　収録データについて
本書はCD-ROMをバンドリングしているが、印刷媒体とCD-ROMの収録データは次
のとおりである。

　　　印刷媒体	 …・都道府県、男女別人口
・市区町村、男女別人口
＊人口が欠落している箇所は、「-」で表示した。

　　　CD-ROM	 …・都道府県、男女別人口
・市区町村、男女別人口
・市区町村、男女、年齢（３区分）別人口及び年齢別割合

－ 3－



（利用の便を考慮して、合併前の旧市区町村を収録しているほか、
表頭、表側を入れ替えたデータも併せて収録）

＊特定年次の年齢別人口等人口の得られない区分については、便宜上
「０」で表示した。
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都道府県別人口
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全国

大正９年 大正14年 昭和５年 昭和10年 昭和15年 昭和22年 昭和25年 昭和30年 昭和35年

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

地　域
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( 総数 )
昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年
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